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企 業 局 管 理 規 程

鳥取県企業局財務規程の一部を改正する規程をここに公布する。

平成20年３月28日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県企業局管理規程第１号

鳥取県企業局財務規程の一部を改正する規程

鳥取県企業局財務規程（昭和38年鳥取県企業管理規程第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を削る。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第６条、第49条関係） 別表第１（第６条、第49条関係）

鳥取県営電気事業勘定科目 鳥取県営電気事業勘定科目

資産の部 資産の部

１ 固定資産及び２ 投資及び基金 略 １ 固定資産及び２ 投資及び基金 略

３ 流動資産 ３ 流動資産

科目 款 項 目 節 備考 科目 款 項 目 節 備考

流動資産 流動資産

現金 現金

預金 預金

現金 支払の確実な小 現金 支払の確実な小

切手、官庁支払 切手、郵便為替

通知書等で割引 証書、官庁支払

なくして現金に 通知書等で割引

引換え得るもの なくして現金に

を含む。 引換え得るもの

を含む。

略 略 略 略 略 略 略 略 略 略

４ 繰延勘定 略 ４ 繰延勘定 略

負債の部～費用の部 略 負債の部～費用の部 略

鳥取県営工業用水道事業勘定科目及び鳥取県営埋立 鳥取県営工業用水道事業勘定科目及び鳥取県営埋立

事業勘定科目 略 事業勘定科目 略

附 則

この規程は、公布の日から施行する。

平成20年３月28日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第49号
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平成20年３月28日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第49号

企業局企業職員の給与に関する規程の一部を改正する規程をここに公布する。

平成20年３月28日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県企業局管理規程第２号

企業局企業職員の給与に関する規程の一部を改正する規程

企業局企業職員の給与に関する規程（昭和41年鳥取県企業管理規程第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下「移動条項」という。）に対応する同

表の改正後の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下「移動後条項」という。）が存在する場合に

は、当該移動条項を当該移動後条項とし、移動後条項に対応する移動条項が存在しない場合には、当該移動後条

項（以下「追加条項」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条の表示を除く。以下「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（条の表示及び追加条項を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場

合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改

正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（特地勤務手当に準ずる手当） （特地勤務手当等）

第13条の３ 条例第７条の２第１項の企業管理規程で 第13条の３ 条例第７条の２の企業管理規程で定める

定める準特地事務所は、次の表に掲げる事務所とす 特地事務所は、次の表に掲げる事務所とし、その級

る。 別区分は、同表に定めるとおりとする。

事務所 所在地 事務所 所在地 級別区分

東部事務所茗荷谷 八頭郡若桜町大字茗荷谷352番 東部事務所茗荷谷 八頭郡若桜町大字茗 １級

ダム 地92 ダム 荷谷352番地92

東部事務所中津ダ 東伯郡三朝町大字中津794番地 東部事務所中津ダ 東伯郡三朝町大字中 ２級

ム ム 津794番地

２ 条例第７条の２第１項の規定による特地勤務手当

に準ずる手当の支給は、職員が事務所を異にする異

動又は事務所の移転（以下「異動等」という。）に

伴って住居を移転した日から開始し、特地勤務手当

に準ずる手当の月額は、次の表の左欄に掲げる期間

等の区分に応じて、右欄に掲げる支給割合により支

給する。

期間等の区分 支給割合

異動等の日から起算して４年に達 100分の５

するまでの間

異動等の日から起算して４年に達 100分の４

した後から５年に達するまでの間

異動等の日から起算して５年に達 100分の２

した後

３ 条例第７条の２第１項の企業管理規程で定める場



- 4 -

合及び企業管理規程で定める期間は、給与条例の適

用を受ける職員の例による。

（部分休業）

第16条の２ 条例第17条第２項の企業管理規程で定め

る休業は、職員（非常勤職員（地方公務員法第28条

の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員

を除く。）、配偶者が育児休業をしている職員その

他の知事が定める職員を除く。）が、その小学校就

学の始期に達するまでの子を養育するため、１日の

勤務時間の一部（２時間を超えない範囲内の時間に

限る。）について勤務しないことが相当であると認

められる場合における休業とする。

（介護休暇） （介護休暇）

第16条の３ 略 第16条の２ 略

（勤務１時間当たりの給与額の算出） （勤務１時間当たりの給与額の算出）

第19条 条例第８条、第10条及び第11条の手当を支給 第19条 条例第８条、第10条及び第11条の手当を支給

する場合の勤務１時間当たりの給与額は、職員の勤 する場合の勤務１時間当たりの給与額は、職員の勤

務が第９条に規定する特殊勤務手当の支給の対象と 務が第９条に規定する特殊勤務手当の支給の対象と

ならない勤務であるときは、給料の月額、これに対 ならない勤務であるときは、給料の月額、これに対

する初任給調整手当の月額及び特地勤務手当に準ず する初任給調整手当の月額及び特地勤務手当（これ

る手当の月額の合計額に12を乗じ、その額を１週間 に準ずる手当を含む。）の月額の合計額に12を乗じ、

の勤務時間に52を乗じたものから８時間に18を乗じ その額を１週間の勤務時間に52を乗じたものから８

たもの（地方公務員の育児休業等に関する法律（平 時間に18を乗じたもの（地方公務員法第28条の５第

成３年法律110号）第10条第３項の規定により同条 １項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下

第１項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた職 「短時間勤務職員」という。）にあっては、勤務時

員（同法第17条の規定による短時間勤務をすること 間条例第２条第２項の規定の適用を受ける短時間勤

となった職員を含む。以下「育児短時間勤務職員 務職員の例により定められたその者の勤務時間をそ

等」という。）及び地方公務員法第28条の５第１項 の者の１週間当たりの勤務日（勤務時間条例第５条

に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「短 に規定する勤務日をいう。以下同じ。）の日数で除

時間勤務職員」という。）にあっては、勤務時間条 して得た時間に、18にその者の１週間当たりの勤務

例第２条第２項から第４項までの規定の適用を受け 日の日数を５で除して得た数を乗じて得た数を乗じ

る育児短時間勤務職員等及び短時間勤務職員の例に て得た時間数）を減じたもので除して得た額（以下

より定められたその者の勤務時間をその者の１週間 この項において「月額給与の時間額」という。）と

当たりの勤務日（勤務時間条例第５条に規定する勤 し、職員の勤務が特殊勤務手当の支給の対象となる

務日をいう。以下同じ。）の日数で除して得た時間 勤務であるときは、月額給与の時間額に、その金額

に、18にその者の１週間当たりの勤務日の日数を５ を８で除して得た額を加算した額とする。

で除して得た数を乗じて得た数を乗じて得た時間

数）を減じたもので除して得た額（以下この項にお

いて「月額給与の時間額」という。）とし、職員の

勤務が特殊勤務手当の支給の対象となる勤務である

ときは、月額給与の時間額に、その金額を８で除し

て得た額を加算した額とする。

平成20年３月28日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第49号
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２ 略 ２ 略

附 則

この規程は、平成20年４月１日から施行する。

平成20年３月28日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第49号
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